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各 位  

 

会 社 名  サンフロンティア不動産株式会社 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  齋 藤 清 一 

 （コード番号： ８９３４ 東証プライム） 

問合せ先  上席執行役員 経営企画部長  平 原 健 志 

 ＴＥＬ：０３－５５２１－１５５１   

 

 

「サンフロンティアグループ 人権方針」制定のお知らせ 

 

当社は、12月17日開催の取締役会において、「サンフロンティアグループ 人権方針」を制定いた

しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

【人権方針策定にあたって】 

サンフロンティアグループ（以下「当社グループ」と表記します）は、創業以来「利他」を社是と

し、経営理念として「全従業員を守り、物心両面の幸福を追求すると同時に、共創の心をもって、人

類社会の進化発展に貢献し、持続可能な社会を実現する」を掲げて、これらを核に据えた理念経営を

行ってまいりました。当社グループは、役職員一人ひとりの能力を高め続け、事業活動を通じて役職

員の経済的豊かさと精神的豊かさを追求すると同時に、「愛と誠と調和」の心で、持続可能な社会の実

現に向けて、微力ながら日々努力を重ねております。当社グループが事業を推進する中で、数多くの

ステークホルダーの皆様とかかわり、お力添えいただき、また応援いただいておりますが、当社グル

ープの事業に関わる全てのステークホルダーの皆様の笑顔を実現するためには、人権の尊重のための

具体的アクションが必要不可欠です。そこで、当社グループは、全てのステークホルダーの皆様の笑

顔溢れる社会を創造することを目的として、次のとおり人権方針を定めました。 

 

１．人権に対する基本的な考え方 

2022 年 9 月に日本国政府が策定した「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイ

ドライン」によると、「人権」とは、「全ての人々が生命と自由を確保し、幸福を追求する権利であっ

て、人間が人間らしく生きる権利であるとともに、生まれながらに持つ権利」とされています。当社

グループは、人権は全てのステークホルダーの皆様が享有すべき当然の権利であるとの認識のもと、

「ビジネスと人権」に関する国際的な動向や日本国政府の取組みに賛同しつつ、人権尊重に向けた具

体的な予防措置及び是正活動に取り組みます。 

当社グループは、「国際人権章典」「ビジネスと人権に関する指導原則」「子どもの権利とビジネス

原則」等、国際的な人権に関する規範及び事業活動を行う国における関連する法令の遵守を徹底しま

す。万が一、当該国の法規制と国際的な人権規範が異なる場合は、より高い基準に従うことを選択し

ます。 
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２．適用範囲 

本方針は、当社グループの全ての役職員（正社員のみならず、契約社員、嘱託社員、派遣社員等勤

務形態を問いません）に適用されます。また、当社グループの事業、製品、サービスに関係する全て

の取引先に対しても、本方針を理解し、支持することを期待します。 

 

３．人権の尊重 

当社グループは、全てのステークホルダーの皆様の人権を尊重します。 

・役職員の人権の尊重：一人ひとりの人権を尊重し、差別の禁止・多様性の尊重・安全な労働環境の

提供を徹底します。また、各種労働法令を遵守し、結社の自由・団体交渉権

を尊重するとともに、児童労働、強制労働、人身売買を禁止し、これらを排

除するための取り組みを徹底します。さらに、過剰労働時間の削減や最低賃

金以上の賃金（生活賃金）の支払いに努め、同一労働同一賃金等の適正な労

働条件のもと、やりがいと成長実感を得られる職場環境を目指します。 

・お客様の人権の尊重：お客様の生命や健康、財産、快適な生活を確保すると同時に、お客様との対

話を通じて、より満足度の高い商品やサービスの提供に努めます。 

・協力業者様の人権の尊重：当社グループ事業に係る業務委託先や調達先、施工業者などの取引先を大切

なビジネスパートナーと考え、そこで働く皆様に敬意をもって接するととも

に、その人権を尊重します。 

・地域社会の皆様の人権の尊重：当社グループの事業が地域社会の人々に負の影響を与えないよう十分に配慮

すると同時に、地域経済の活性化に寄与します。また自らもその一員として

地域社会との共存共生を図ります。 

 

４．ガバナンス 

本方針に基づく取組みは、サステナビリティ担当役員が統括します。取組みの進捗に関しては、サ

ステナビリティ委員会において、審議・検証を行います。重要事項は、取締役会に定期的に報告し、

取締役会が監督します。 

 

５．人権デュー・ディリジェンス 

当社グループは、国際連合の「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿った人権デュー・ディリジ

ェンスの仕組みを構築した上で、人権への負の影響を特定し、その防止・軽減を図るとともに、取組

みの実効性を継続的に評価し、適切に情報開示します。 

 

６．差別・ハラスメントの禁止 

当社グループは、人種・国籍・門地・宗教・思想信条・性別・年齢・障がい・性的指向・性自認・

病歴・婚姻（子供）の有無・犯罪歴・犯罪により害を被った事実・雇用形態を含め、業務上の職能に

関係しない理由に基づく差別や不当な扱いを禁止します。また、セクシュアルハラスメント・パワー

ハラスメント・カスタマーハラスメントを含む一切のハラスメントを容認しません。 

なお、ハラスメントに関する相談窓口は、当社グループ各社内の管理部門に相談窓口を設けていま

す。利用者が安心して相談・通報を行うことができるように、相談者や事実関係に協力した関係者の

機密を保持し、報復行為や報復と取られかねない行為を禁止します。本窓口は、雇用形態に関わらず

グループ従業員や「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリーランス法）に基づく

特定受託事業者も利用できます。 
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７．是正・救済 

当社グループは、当社グループの事業活動が人権への負の影響を引き起こしたり、助長したりする

ことが明らかになった場合、適切な手段を通じてその是正に取り組むとともに、適切な救済を可能と

する実効的な苦情処理メカニズムを確立します。 

また、当社グループは、当社グループの取引先が人権への負の影響を引き起こしたり、助長したり

することが明らかになった場合、当該取引先に対し、是正措置を講じるように働きかけます。 

 

８．教育・研修 

当社グループは、本方針が全ての事業活動に組み込まれ、効果的に実行されるよう、全ての役員・

従業員に適切な教育・研修を継続的に実施します。また、事業、製品、サービスに関係する全ての取

引先に対して、本方針の周知を徹底します。 

 

９．情報開示 

当社グループは、人権尊重の取組みの進捗状況及び結果を、各種報告書やウェブサイト等を通じて、

１年に１回以上、適切に開示します。 

 

10．ステークホルダーとの対話・協議 

当社グループは、実際の又は潜在的な人権への負の影響に関する対応につき、独立した外部機関か

らの専門知識を活用するとともに、社内外のステークホルダーとの継続的な対話・協議を行います。 

 

制定：2024年 12月 17日 

 

【当社グループが重要と考える人権項目】 

・建物づくり・街づくりにおける安心・安全と健康への配慮 

・環境保護を意識した具体的取組みによる持続可能な社会の実現 

・職場における差別やハラスメントその他不当な扱いの禁止 

・お客様や役職員その他関係者に関するプライバシーの保護 

・役職員の多様性尊重、エンゲージメント向上及び心理的安全性の高い職場環境の提供 

・労働法規の適正な運用、従業員の心身の健康増進 

・持続可能なサプライチェーンの構築、協力会社とのパートナーシップに基づく公正な取引 

・ステークホルダーの皆様との適切なコミュニケーション、誠実な対応 

 

 この他、当社グループのサステナビリティに関する取り組みは、サステナビリティサイト

https://www.sunfrt.co.jp/sustainability/ をご参照ください。 

以 上 

 

https://www.sunfrt.co.jp/sustainability/

